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研究要旨 

研究目的：認知症精査のない介護施設入所者の原因疾患を、比較的簡便な問診や観察で同定する方法の

開発を検討する。 

研究方法：物忘れスピード問診票を実際に介護施設などで実施し、そこから得られた鑑別結果と、通常

行っている認知症ルーチン検査（認知症専門外来で施行するレベル）で得られた結果とを照合して統計

解析を行う。 

結果：現在、少人数に対してパイロット的な施行段階であるため、今後は 2014年度前半から複数の施

設で被験者を募って研究を開始予定である。  

まとめ：パイロット的な段階であるが、物忘れスピード問診票による鑑別診断と通常の認知症ルーチン

検査で得られた結果にはある程度の一致率が認められている。今後、対象となる被験者を複数施設で募

るために、倫理申請の準備を進めているところである。 

 

 

 

 



 

 

A. 研究目的 

認知症患者全体のうち、十分な精査鑑別がなさ

れずに介護施設に入所する者も多い。そこで、研

究班の主な課題である BPSDに対して、その予

防法の開発にあたり、介護施設に勤務するコメデ

ィカルによる問診や観察によって簡便に認知症

の原因疾患をある程度の精度で同定（鑑別）でき

るような方法の開発が重要である。 

B. 研究方法 

物忘れスピード問診票（唐澤秀治氏らの開発、

2013）を、神戸大学医学部附属病院精神科認知症

専門外来ほか、関連の協力施設（複数の老健、特

養など）において被験者を募って実施し（研究対

象被験者総数は計 150 例を目標、可能であれば更

に人数を増やすことも検討）、当該問診票および

観察から得られた鑑別結果と、通常の認知症ルー

チン検査で得られた結果とを照合して統計解析

する。 

（倫理面への配慮） 

本研究では、被験者の情報は匿名化（番号化する

など）した状態でデータ解析を行うことにするた

め、いずれの患者のデータであるかを特定される

危険性はないものである。 

 

C. 研究結果 

現在、研究分担者の勤務する施設において、

2014年春の倫理申請に向けて準備を進めている

段階である。が、物忘れスピード問診票の開発者

らの報告（2012年に認知症学会における発表の

み、文献なし）によると、およそ 70％の正診率

であったと報告されている。 

D. 考察 

今回，本研究で用いる物忘れスピード問診票に

関して、開発者らの報告（2012年に認知症学会

における発表のみ、文献なし）によると、およそ

70％の正診率であったとされている。 

 物忘れスピード問診票が認知症の原因疾患を

鑑別できるツールとして立証できれば、介護施設

等でコメディカルが簡便に施行できることから、

認知症の早期発見・早期治療につながる。 

 現在のところ、開発者を含めて、この点に関し

て詳細に検証した調査研究はないため、本研究に

おいて実証できるかが重要である。 

E. 結論 

本年度はパイロット的な段階にとどまってい

るが、物忘れスピード問診票による鑑別診断と通

常の認知症ルーチン検査で得られた結果にはあ

る程度の一致率が認められている。 

上記のとおり、今後は次年度に被験者数を拡大

して検討するため、対象となる被験者を複数施設

で募る予定であり、そのための倫理申請の準備を

進めているところである。 
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